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年度当初に過労死水準の100時間超の時間外勤務が発生
突発業務に対応できないぎりぎりの人員配置が長時間過重労働の原因
少なくとも月45時間超の時間外に対応した人員増を！本部長たる知事は自らの責任を明確にすべき
　５月に組合員から、「４月にＡ局で100時間を超える時間外勤務が発生したのではないか。」との連絡を受けて、自治労県職労が当局に照会したところ、事実であることが確認されました。
自治労県職労は、「働き方改革推進本部」が３月に「100時間以上の時間外勤務を絶対にさせない」という方針を決定したにもかかわらず、今年も年度当初に100時間超の時間外勤務が発生した事態を深刻にとらえ、当局に対して状況の説明を求め、6月22日に県職労と合同で働き方改革に係る労使協議を行いました。
本気度がよく分かる緩慢な当局の姿勢
労使協議の内容については早期にお知らせすべきところでしたが、当局から「働き方改革推進本部調整部会まで公表を控えてほしい。」との要請を受け、調整部会が早期に開催されることを期待し、労使間の信義を重んじてこれまで控えてきました。
しかし、労使協議から１か月近くを経過しても、一向に調整部会が開催されないことから、自治労県職労として問題提起をさせていただきます。

このこと一つをとらえても、働き方改革についての当局の本気度がよくわかります。
「何故できないのか」を何故検証しないのか？

これまでも「100時間超の時間外勤務が発生するたびに当局は、「取組方針が徹底されていなかった」、「やるべきことをやっていなかった」で思考停止し、「何故できなかったのか」「何が原因だったのか」を検証しようとしませんでした。
結局いつも原因を科学的に検証せず、方針を策定してきた結果が、毎年度の100時間超の発生です。

所属長も含めて職員は、働き方改革に向けてやれることはやってきたはずです。当局はやるべきことがやれない原因にこそ目を向けるべきではないでしょうか。
何か起これば残業せざるを得ない職場実態

今回の事例だけでなく、だれも好んで長時間労働をする者も、させる者もいません。やらざるを得ない、やるべき仕事だからやる、上司も長時間労働はわかっていてもやらせざるを得ないのです。多くの職場では何かトラブルが発生すればたちどころに長時間・過重労働に陥る危険性があります。
大きな原因は人員不足
長時間・過重労働の原因を職員はみな知っています。
現在の神奈川県庁の惨状は、無謀な人員削減の結果です。神奈川県職員は、2005年度の8,311人から10年間で1,179人（14.2％）も削減され、最近は若干定数が増えたとはいえ、神奈川県の職員数は人口比で全国トップクラスの少なさです。
　しかし、働き方改革推進本部の取組方針では、人員問題が欠落しています。

　長時間・過重労働の大きな原因のひとつである人員配置について何の対策もしなければ、過労死水準の労働が解消されるはずはありません
自治労県職労はコロナ以前から、超勤時間に見合った人員増を要求し、全庁コロナ応援にあたっては、「人員配置できなければ大幅な業務の休止・廃止」を求めてきましたが、当局は十分な対応をしてきませんでした。当局には職員の生命と健康を守る意思があるとは到底思えません。
　自治労県職労は少なくとも月45時間を超える時間外勤務から積算した人員を増配置することを強く求めます。
　また、これまで一度も「100時間超ゼロ」を達成できなかったことについて、本部長たる黒岩知事はどのような責任を果たすのか、職員に説明すべきです。

　県労連行政三単組（自治労県職労、公企労、県職労）は6月28日、定年延長問題についての3回目の任命権者交渉を行い、労使の共通認識を確認しました。
〇該当者への情報の周知
県労連：単に資料を配るだけでなく相談窓口を設置するなど、きめ細かな対応をお願いしたい。
当　局：職員が制度を理解できるよう、ご意見も踏まえて対応していきたい。
〇職員の計画的採用
県労連：退職がない年でも計画的に採用すること。
当　局：現時点では大きな影響はないと認識しており、適切に運用していく

〇定年前再任用短時間勤務
県労連：当初、定年前再任用短時間勤務を希望した者が、短時間勤務としての任用先がない場合、本人が改めて希望すればフルタイムでの勤務継続ができるよう措置を講じていただきたい。
当　局：当事者の意向は尊重するが、短時間再任用としての任用が難しい場合は、（定年延長として）引き続き勤務していただけるようにしたい。
〇役職定年
県労連：役職定年は「組織の新陳代謝を確保し、組織活力を維持する」ための制度であり、役職定年者の降任ポストが、60歳前の職員の昇任昇格に支障をきたすような運用はしないということを確認したい。

当　局：制度の趣旨（組織の新陳代謝を確保し、組織活力を維持する）を踏まえた運用とする。現役の昇任昇格が影響を受けないように運用したい。
役職定年者のライン職、スタッフ職への配置は（職員の年齢構成等）状況に応じて行う。
県労連：役職定年の運用に係る昇任昇格への影響の有無について、毎年労使で検証を行うこと。
当　局：全くデータを出さないということはない。課題を踏まえて話し合っていきたい。
県労連：専門職等については、すでに昇任昇格が滞留している職種もあることから、各局に「組織の新陳代謝を確保し、組織活力を維持する」ためという制度の趣旨を十分周知し、特定の職種における昇任昇格に問題が生じないようにすること。
当　局：少数職種についても、各局で組織の新陳代謝ができるようにしたい。
〇特例任用
県労連：役職定年と同様に制度の趣旨(組織の新陳代謝を確保し、組織活力を維持する)を踏まえ、常態的に任用されるものではないことを確認したい。
当　局：要件に該当する場合はあり得るが、基本的に常態化するものではない。
〇人事異動等について
県労連：人事異動の在り方等について、アンケート調査を踏まえ今後も協議していくことを確認したい。
当　局：職員の意向を踏まえた運用としたいが、実際に定年延長の状況を見ないとわからないこともある。状況に応じて話し合っていきたい。
〇現行再任用制度の改善
県労連：現行再任用制度の改善について、今期確定闘争で具体的に解決していくことを確認したい。
県労連：定年延長が行われれば、職場では60歳以降の定年延長者と定年前再任用短時間勤務者、フルタイムの再任用者が混在する。職場のコミュニケーションやモチベーションの維持の観点から、また、職務給の原則からも、処遇上の格差は解消されるべきと考える。
当　局：今期確定交渉で話し合う
自治労県職連合　第14回定期大会

自治労県職労　第41回定期大会
全ての職場から参加を！
○場所：自治労県本部会館ホール
○日時：9月9日（金）14時～

※ウェブ併用開催とします。
定年延長に向けた任命権者交渉を実施


計画的な職員採用、現役職員の昇任昇格に影響を及ぼさない役職定年の運用などを確認








